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 指定介護予防通所リハビリテーション事業所 

介護老人保健施設みちのく青海荘事項説明書 

 

１．事業者（法人）の概要 

事業者（法人）の名称  社会福祉法人みちのく白寿会 

主たる事務所の所在地  〒030-0901 青森市港町三丁目６番３号 

代表者（職名・氏名）  理事長 大村 守武 

電話番号／ＦＡＸ番号  017-741-5188 ／ 017-741-5117 

設 立 年 月 日  平成 6 年 6 月 15 日 

 

２．サービス提供を実施する施設について 

（１）事業所の所在地等 

事業所名 
 指定介護予防通所リハビリテーション事業所 

介護老人保健施設みちのく青海荘 

介護保険事業所番  ０２５０１８００８０ 

施 設 の 所 在 地  〒030-0901 青森市港町三丁目６番３号 

電話番号／ＦＡＸ番号  017-741-5188 ／ 017-741-5117 

管 理 者 名  三上 勝也 

通常の事業実施区域  青森市（浪岡地区を除く。）の送迎を含みます。 

（２）事業の目的及び運営の方針 

事業の目的 

 利用者さまの能力に応じて、自立した日常生活を継続することが出来るように、

介護予防通所リハビリテーション計画に基づき、介護や機能訓練その他必要な医師

の指示による健康管理や日常生活上の援助を行い、在宅生活を支援することを目的

とします。 

運営の方針 

○利用者さまの要支援状態の軽減、もしくは悪化の防止、又は要介護状態となるこ

との予防に資するよう、その目的を設定し計画的に行います。 

○提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図るよう努めます。 

○利用者さま又はその改善を図るご家族に対し、サービスの提供方法等について理

解し易いように説明を行います。 

○常に利用者さまの心身の状況とその置かれている環境等の的確な把握に努め、利

用者さま又はそのご家族に対し、的確な相談や助言を行います。 

○地域やご家族との結びつきを大切に市、市町村、地域包括支援センター、介護予

防支援事業者との密接な連携に努めます。 

（３）設備の概要等 

定  員 30 名（1 単位：30 名） 

浴 室 
一般浴槽室 

1F       36.00 ㎡ 

食  堂 82.70 ㎡ 2F      32.94 ㎡ 

デイルーム 1 室      62.64 ㎡ 特別浴槽室 24.00 ㎡ 

機能訓練室 239.32 ㎡ 送迎車      3 台 

（４）従業者の職種、員数及び職務内容 

職 種 員 数 業 務 内 容 

管理者 

（施設長・医師） 

1 人 （常、、所所と

兼務） 

 従業者に法令等の規定を遵守させるために、必要な指揮命令

を行います。また、医師として利用者さまの容体を把握し、診察

や健康管理を行います。 

看護職員 1 人以上 
 医師の診察補助及び看護並びに利用者さまの保健衛生及び日

常生活の援助に従事します。 

〈別紙１〉 
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介護職員 3 人以上 
 利用者さまの介護予防通所リハビリテーション計画に基づい

て介護を行います。 

支援相談員 
1 人以上 

（所所と兼務）） 

 利用者さま及びご家族の相談に応じ、必要な助言その他の援

助を行います。通所リハビリテーション計画を作成します。 

理学療法士 

作業療法士 

1 人以上 

（所所と兼務） 

 医師や看護師等と共同してリハビリテーション実施計画を作

成するとともに、リハビリテーションの実施に際し指導を行いま

す。 

管理栄養士 
1 人以上 

（所所と兼務） 

 利用者さまの栄養管理、栄養ケア・マネジョメント等の栄養管

理を行います。 

 

３．営業日及び営業時間 

営   業   日 
 月曜日から土曜日まで。ただし、年末年始（12 月 31 日から 1 月 31 日、及

び祝日を除く。） 

営  業  時  間  午前 8 時 15 分～午後 5 時 15 分まで。 

サービス提供時間  午前 9 時から午後 3 時 30 分まで。（6 時間以上 7 時間未満） 

 

４．サービスの内容 

サービスの種類 サービスの内容 

介    護 

 利用者さまの自立支援と日常生活の充実を目指し、介護予防通所リハビリ

テーション計画に基づいた適切なケアを提供します。 

食 事 

昼食は 12 時からです。 

 管理栄養士が、利用者さまの状態に応じた食事内容、季節感を

取所れた献立（行事食）を」提供します。 

所 浴 
 利用者さまの身体の状態に応じて、全身浴やシャワー浴を行い

ます。但し、状態に応じて清拭となる場合があります。 

排せつ 
 利用者さまの心身状況に基づき、適宜トイレ誘導や排せつ介助

を行います。 

健 康 管 理 
 看護職員が適宜利用者さまの健康状態を確認し、医師の指示により適切な

処置を行います。 

機 能 訓 練 
 医師の指示に基づき、理学療法士、作業療法士が利用者さまの個々の能力

に応じた効果的なリハビリテーションを行ないます。 

レクリエーション  季節ごとの行事や小グループでの外出、趣味活動などを行います。 

相    談  他の事業所との連携や日常生活上の相談を行います。 

 

５．利用料金について 

（１）介護保険給付サービス 

   介護保険給付サービスについては、介護保険制度から９割又は８割又は７割給付されますので、

介護保険負担割合証による負担割合（１割又は２割又は３割）となります。 

   ※ 利用者さまの介護保険料の滞納等により、事業者への保険納付が制限される場合は、自己

負担割合の変更又は支払方法の変更（償還払い）となります。 

 ①利用料 

要支援度 
利用料 

（10 割負担） 

利用者の負担額 

1 割の場合 2 割の場合 3 割の場合 

要支援 1 
月額 

22,680 円 2,268 円 4,536 円 6,804 円 

要支援 2 42,280 円 4,228 円 8,456 円 12,684 円 
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 ②付加サービスの利用料 

サービス名 
利用料 

（10 割負担） 

利用者負担額 

1 割の場合 2 割の場合 3 割の場合 

サービス提供体制 

強化加算(Ⅰ)(注 1) 

要支援１ 

要支援２ 

 

 

880 円/月 

1,760 円/月 

 

 

88 円/月 

176 円月 

 

 

176 円/月 

352 円/月 

 

 

264 円/月 

528 円/月 

科学的介護推進体制

加算（注 2） 
400 円/月 40 円/月 80 円/月 120 円/月 

利用を開始した日の

属する月から起算し

て 12 月を超えた期間

に介護予防数所リハ

ビリテーションを行

った場合 （注 3） 

算定要

件を満

たした

場合 

減 算 な し 

算定要

件を満

たさな

い場合 

要支

援１ 

1,200 円/月 

減算 

120 円/月 

減算 

240 円/月 

減算 

360 円/月 

減算 

要支

援 2 

2,400 円/月 

減算 

240 円/月 

減算 

480 円/月 

減算 

720 円/月 

減算 

介護職員等処遇改善

加算（Ⅰロ）（注 4） 

(基本サービス＋加算減額) 

×11.1％ 
左記の 1 割 左記の 2 割 左記の 3 割 

 
 
(注 1) 

 
(注 2) 

 
 

(注 3) 
 
 
 
 
 
 

(注 4) 

 
介護福祉士の資格所有者を 70％以上配置、又は、続 10 年以上の介護福祉士を 25％以上を配置して
いる場合に加算されます。 
利用者毎の ADL 値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況や心身の状況等に係る基本的な情報を厚生
労働省に提出（提出頻度は 3 月に 1 回）し、必要に応じて通所リハビリテーション計画を見直しか
つ有効にサービスを提供するために必要な情報を活用する場合に加算されます。 
減算を行わない基準 
・3 月に 1 回以上、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を
構成員と共有し、当該リハビリテーション会議の内容を記録するとともに、利用者の状態の変化
に応じ、リハビリテーション計画を見直していること。 

・利用者毎のリハビリテーション計画書を当の内容等の情報を厚生労働省に提出し、リハビリテー
ションの提供に当たって、当該情報その他のリハビリテーションの適切かつ有効的な実施のため
に必要な情報を活用していること。 

介護職員の人材確保、定着につなげていくため、介護職員の賃金改善に関する計画を策定し、当該
計画の基づき適切な措置を講じていること等の要件を満たした場合に加算されます。 

（２）介護保険給付外サービス 

その他の利用料 
費用の内容 利用料金 

昼 食 費 日額  695 円 

 

６．利用料金等のお支払方法について 

  毎月、５日までに前月分の請求を致しますので、下記にいずれかの方法によりお支払いください。 

お支払方法 お 支 払 要 件 等 

口座自動引落 
 サービスのご利用をいただいた月の翌月の 20 日（銀行休業日は翌営業日）

に、ご利用者さまが指定する口座より引落しします。 

銀行振込み 
 サービスのご利用をいただいた月の翌月の 15 日（祝休日の場合は前日）まで

に、事業者が指定する口座へお振込みください。 

現金での 

お支払い 

 サービスのご利用をいただいた月の翌月の 15 日（祝休日の場合は前日）まで

に、現金でお支払いください。 

  お支払いの確認をしましたら、お支払いの方法の如何にかかわらず領収証を発行したしますので、

必ず保管されますようお願いします。 

  ※利用料、利用者さま自己負担額（介護を適用する場合）及びその他の費用について、正当な理由
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がないにもかかわらず、お支払いの期日から２か月以上滞納し、さらにお支払の督促から１０

日以内にお支払いがない場合には、サービス提供の契約を解約したうえで未払い部分をお支払

いいただくことがあります。 

 

７．サービスに提供に当たっての留意事項 

（１）喧嘩、口論、泥酔等他人に迷惑を賭ける行為は慎んでください。 

（２）施設内（敷地も含みます。）での喫煙は禁止します。 

（３）施設内での営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動は禁止します。 

（４）故意に施設もしくは備品に損害を与える行為や施設外に持ち出す行為は禁止します。 

（５）ペットを持ち込むことは禁止します。 

（６）金銭又は物品によって賭博をすることは禁止します。 

（７）施設内の秩序、風紀を乱さないようにし、安全衛生を害することはしないでください。 

 

８．ハラスメントについて 

  当事業所は、従業者の職場環境の向上を図るため、あらゆるハラスメント行為を禁止し、相談窓口 

の設置その他必要な措置を講じるものとします。 

 また、利用者さまやそのご家族からの常識の範疇を超えた要求や言動（暴力・暴言、セクシュアル 

ハラスメント、過剰な又は不合理な要求等）に対しては、毅然とした態度で対応するものとします。 

 

９．虐待防止のための措置に関する事項 

  当事業所では、利用者さまの人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の措置を 

講じます。 

（１）虐待防止のための対策の委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知

徹底を図ります。 

（２）虐待防止のための指針を整備しています。 

（３）従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

（４）虐待防止に関する担当者を選定しています。 

（５）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者さまの家族等高齢者を現に扶養してい

る者）による虐待を受けたと思われる利用者さまを発見した場合は、速やかに、これを市町村に通

報するものとします。 

 

１０．身体拘束について 

  当事業所は、身体拘束廃止委員会を設置しています。原則として、利用者さまに対して身体拘束は 

行いません。ただし、利用者さま又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶため、やむを得ないと判 

断した場合には、利用者さま及びそのご家族に対して同意を得たうえで、次に掲げる事項に留意し、 

必要最小限の範囲で次の手続きにより行うことがあります。 

（１）身体拘束に係る対応及び時間、その際の所所者さまの心身の状況並びに緊急やむを得なかった

理由等を記録します。 

緊急性 
 直ちに身体拘束を行わなければ、利用者さまご本人又は他人の生命・身体に危険

が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

非代替性 
 身体拘束以外に、利用者さまご本人の生命・身体に対して危険が及ぶことを防止

することが出来ない場合に限ります。 

一時性 
 利用者さまご本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった

場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

（２）利用者さま又はそのご家族に説明し、その他の方法がなかったかどうか改善方法を検討します。 

１１．秘密の保持と個人情報の保護について 
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利用者さま

及びそのご

家族に関す

る秘密の保

持について 

○当事業所は、利用者さま及びそのご家族の個人情報について「個人情報の保護

に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係者における個人情

報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取扱いに努めるもの

とします。 

○当事業所及び従業者は、サービスを提供するうえで知り得た利用者さま又はそ

のご家族の秘密を、正当な理由なく第三者に漏洩いたしません。また、この秘

密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 

○事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者さま又はそのご家族の秘密を保持

させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘

密を保持するべき旨を従業者との雇用契約の内容とします。 

個人情報の

保護につい

て 

○当事業所は、利用者さまから予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会

議等において、利用者さまの個人情報を用いません。また、利用者さまのご家

族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議

等でのご家族の個人情報を用いません。 

○当事業所は、利用者さま及びそのご家族に関する個人情報が含まれる記録物

（紙による物の他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意を

もって管理し、また、処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

○当事業所が管理する情報については、利用者さまの求めに応じてその内容を開

示することとし、開示の結果、情報の訂正や追加又は削除を求められた場合は、

延滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲で訂正を行うものとしま

す。（開示に際して複写料などが必要な場合は、利用者さまのご負担となりま

す。） 

 

１２．緊急時の対応について 

  当事業所の医師は、常に利用者さまの病状や心身の状況を把握し、適切な医療を行うよう努めて

いますが、利用者さまの容態が急変し事業所の医療では対応が困難と認めたときは、主治医に連絡

するとともに、ご家族ならびに介護支援専門員に連絡します。また、主治医への連絡が困難な場合

は、緊急搬送等の必要な措置を講じます。  

 

１３．事故発生の防止及び事故発生時の対応について 

（１）事故が発生した場合、又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合には、当該事実を報告し、

その分析を通じて改善策についての研修を、従業者に対して定期的に行います。 

（２）事故発生防止のための委員会を設置しています。 

（３）利用者さまへのサービス提供中に事故が発生した場合には、速やかに、市、保険者市町村、利用

者さまのご家族、利用者さまの係る介護支援専門員に連絡をとるとともに、必要な措置を講じま

す。 

（４）当事業所は、前項の事故及び事故に際してとった措置を記録します。 

（５）当事業所は、利用者さまに対するサービスの提供により、賠償すべき事故が発生した場合は、速

やかに賠償を行います。 

   なお、当事業所では、下記の損害賠償保険に加所しています。 

保険会社名  日新火災海上保険株式会社 

保険名  ビジサポ（統合賠償責任保険） 

 

１４．記録の整備について 

（１）指定介護予防通所リハビリテーションの実施毎に、サービス提供の記録を行うこととし、その記

録は、完結の日から２年間保管します。 

（２）利用者さまは、当事業所に対して保存されているサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を
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施設利用者 職 員 

苦情相談窓口 

施設内にお寄せいただいた利用者さまの声及

び苦情、その対処方法を掲示します。 

関係機関への報告 

苦情処理委員会 

施設利用者 第三者委員 

請求することが出来ます。（複写物の請求を行う場合は、有料となります。） 

 

１５．非常災害対策 

  当事業所には、防災設備として防火壁、スプリンクラー、火災報知器、消火器具などがあり、防災 

訓練を年２回行っています。火災及び災害時の避難の際には、職員の指示に従ってください。 

 

１６．衛生管理及び感染症対策等について 

（１）利用者さまの利用する施設、食器その他の設備及び飲用に供する水について、衛生的な管理に努

めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

（２）医薬品及び医療機器の管理を適切に行います。 

（３）当事業所では、施設内で発生が予測される感染症に対し、全ての職員が同じ手順で対策が行われ

るように感染症マニュアルを整備しています。 

（４）食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言指導を

求めるとともに、常に密接な連携に努めています。 

（５）当事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じ

るものとします。 

  ①当事業所における感染症又は食中毒の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を設

置し定期的に開催し、その結果について職員へ周知徹底を図っています。 

  ②当事業所における感染症又は食中毒の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

  ③職員に対して、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修並びに訓練（シミュレー

ション）を定期的に実施します。 

 

１７．業務継続計画の策定について 

  当事業所では、感染症や非常災害の発生時において、利用者さまに対するサービスの提供を継続 

的に実施するための、及び非常時での体制での早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）

を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。また、職員に対しても業務継続計画

の内容について周知徹底を図るとともに、必要な研修訓練を定期的に行います。 

 業務継続計画については、定期的に見直しを行い必要に応じて変更を行います。 

   

１８．サービス提供に関する相談、苦情について 

  提供したサービスに係る利用者さま及びそのご家族からの相談及び苦情等がございましたら、相 

談室の苦情相談窓口で受付担当者に直接お申し出ください。また、玄関の事務受付に設置しており 

ます「ご意見箱」に投函いただければ、速やかに対処いたします。 

（１）当事業所の苦情処理体制 
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（２）相談・苦情の窓口   

【事業者の窓口】 

名    称  介護老人保健施設みちのく青海荘 

所 在 地  青森市港町三丁目 6 番 3 号 

担 当 者  相談室 工藤 誠之 

電話番号   017-741-5188 

FAX 番号  017-741-5117 

受付時間  午前 9 時～午後 5 時（但し、日曜日、祝日、年末年始 

【市町村(保険者)の窓口】 

名  称   青森市役所福祉部介護保険年課 

所 在 地  青森市新町一丁目 3 番 7 号 

電話番号  017-734-5257 

受付時間  午前 8 時 30 分～午後 6 時（但し、土曜日、日曜日、祝

日、年末年始（12 月 31 日～1 月 3 日）を除く。）  

【公的団体の窓口】 

名  称   青森県国民健康保険団体連合会（苦情処理委員会） 

所 在 地  青森市新町二丁目 4 番 1 号 

電話番号  017-7723-1301（直通） 

受付時間  午前 9 時～午後 4 時（但し、土曜日、日曜日、祝日、年

末年始（12 月 31 日～1 月 3 日）を除く。） 

名  称   社会福祉法人青森県社会福祉協議会 

所 在 地  青森市中央三丁目 20 番 30 号（県民福祉プラザ 2F） 

電話番号  017-731-3039 

受付時間  午前 9 時～午後 5 時 （但し、土曜日、日曜日、祝日、年

末年始（12 月 31 日～1 月 3 日）を除く。） 

 

１９．指定介護予防通所リハビリテーションの重要事項説明書についての確認、同意 

  指定介護予防通所リハビリテーション重要事項説明について説明を行い利用申込者の確認、書面

による同意を得た上で、一部を交付し、一部を当事業所内に保管することとします。 

   

 

補足：この重要事項説明司書は令和８年６月１日より有効とする。 
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 個人情報利用同意書 
 

私、及び私の家族の個人情報の利用については、下記の要件により必要最小限の範囲で使用する

ことに同意します。 

 

記 

 

１．使用の目的 

（１）介護サービスの提供を受けるに当たって、介護支援専門員と介護サービス事業者との間で開催

されるサービス担当者会議において、利用者の状態、家族の状況等を把握するために必要な場合。 

（２）上記(１)以外に介護支援専門員又は介護サービス事業所との連絡調整のために必要とされる場

合。 

（３）現に介護サービスの提供を受けている場合に、体調等を損ない、又はケガ等で医療機関を受診す

る際、医師・看護師等に状態を説明する場合。 

（４）介護サービス事業に関連する学会及び研究会等で事例を発表する場合。 

 

２．個人情報を提供する事業所 

（１）居宅サービス計画に記載されている介護サービス事業所及び居宅介護支援事業所 

（２）病院又は診療所（当該事業所で診察・診療を受けるとき） 

（３）介護サービス事業に関連する学会及び研究 

 

３．使用する期間 

   介護サービスの提供を受けている期間 

 

４．使用に当たっての条件 

（１）個人情報の利用は、必要最小限の範囲で使用するものとし、情報の提供に当たっては、関係者以

外の者に漏洩することがないように細心の注意を払うこと。 

（２）個人情報を使用した会議、情報の提供を受ける相手を記録すること。 

（３）関連学会並びに研究会で、事例発表を行う場合は、その情報から個人が特定されないように措置

を講じ、さらに家族からの同意を得ること。 

以 上 

令和  年  月  日 

 

介護保健施設みちのく青海荘 

  施設長 三上  勝也 殿 

 

＜利用者＞ 

          住 所                          

          氏 名              

＜身元引受人＞ 

          住 所                           

          氏 名               所所者との関係     

〈別紙２〉 
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介護老人保健施設みちのく青海荘 

施設サービス利用同意書 

 

介護老人保健施設みちのく青海荘を所所利用するに当たり、貴施設の重要事項説明書を受領し、

その内容に関して担当者による説明を受け。これ他を十分に理解しました。 

 

 

令和  年  月  日 

 

＜利 用 者＞  

住 所                         

              氏 名                   

          ＜身元引受人＞ 

 住 所                         

              氏 名                   

 

 介護老人保健施設みちのく青海荘 

      施設長 三上 勝也 殿 

 

＜説明をした者＞ 介護老人保健施設みちのく青海荘施設サービスの利用申込みに当たり、 

                        様に重要事項を説明いたしました。    

 

介護老人保健施設みちのく青海荘 

施設長 三上 勝也 

（説明者          ）  


